
令和７年度 公益財団法人国際エメックスセンター事業報告書 

（令和７年４月１日～ 令和８年３月３１日）  

 
１ 閉鎖性海域環境保全推進事業 

（１）里海づくりの推進 

「里海づくり」を当センターの主要事業として位置づけ、調査研究及び研修の

実施及び活動に関する支援等の事業を実施するとともに、当センターを中心とす

る「里海」に関連した行政、研究者、事業者、市民等の各主体間の有機的なネッ

トワークを構築し、国際的かつ学際的な交流を推進した。 

 
① 環境省 戦略的「令和の里海づくり」基盤構築事業への参画 

環境省が行う「里海づくりを通じた藻場干潟の保全と利活用の基盤構築支援

業務」を受託し、環境省が選定したモデル事業実施団体（８団体）に対して、

当センターが有する研究者等による伴走支援を実施するとともに、令和６年度

に策定した「今後の里海づくりのあり方に関する提言」を踏まえた「里海づく

りの手引き（平成22年、環境省策定）」の改訂、里海づくりに取り組むネット

ワークの形成と運営、里海づくりに関する情報発信を行った。 

 

ア  里海づくりを通じた藻場干潟の保全と利活用の基盤構築支援業務の運営及び伴

走支援 

環境省が選定したモデル事業実施団体(８団体) と請負契約を締結する

とともに、実施団体ごとに専門的知見を有する有識者を選定し、実施団

体と協議のうえ、事業実施期間中に活動現場の視察を実施し、モデル事

業の進捗状況、問題点を確認し、対策の助言等の支援（以下「伴走支援」

という）を行った。 

 

図 1-1 令和 ７ 年度「 令和の里海づくり」 モデル事業実施団体の活動地域  



 

 

 

1) キックオフミーティングの開催 

モデル事業の趣旨、目的について共有するとともに、事業実施に係る課題に

ついて関係者間で共有・意見交換、交流をして、里海づくりに取り組むネット

ワークの構築に資することを目的に、キックオフミーティングを以下により東

京都内で開催した。 

 

日  時：令和７年６月10日（火） 10:00～12:00 

場  所：ＡＰ虎ノ門 Room A 

(東京都港区西新橋1-6-15 日本酒造虎ノ門ビル（NS虎ノ門ビル） 11階) 

開催形式：対面とオンラインによるハイブリッド開催 

主  催：環境省 

出 席 者：（対面）選定団体（12名）、アドバイザー（4名）、環境省（5名） 

      （Ｗeb）選定団体（ 5名）、環境省地方環境事務所（14名） 

内  容：以下のとおり 

事 項 時 間 備 考 

①開催挨拶 10:00～10:05 環境省海域環境管理室 

②環境省が取り組む里

海づくりのあり方につ

いて 

10:05～10:20 

環境省海域環境管理室 

基盤構築事業で何を具現化するかに

ついて説明 

③里海づくりの事業実

施にあたっての要点 
10:20～10:50 

岡田 光正 

（(公財)国際ｴﾒｯｸｽｾﾝﾀｰ、理事長） 

休 憩 10:50～11:00  

④実施団体からの課題

共有と交流会 
11:00～12:00 

佐藤 達也（環境省海域環境管理室室

長補佐） 

事前に各実施団体から提出していただ

いた課題の共有と意見交換を行う 

 

図 1 – 2 キックオフミーティングの開催状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2) 伴走支援の実施 

モデル事業実施団体の活動地域にアドバイザーを派遣し、実施団体による事業

実施計画書の進捗状況についてヒアリング､視察等を行い､藻場干潟の保全や利活

用の促進、里海づくり活動の自走化に向けた助言・意見等の伴走支援を行った。 



図 1 - 3 伴走支援の状況（ 1 ） 

  （特非）環境生態工学研究所、（一社）東松島みらいとし機構の合同伴走支援ミーティング 

   （宮城県仙台市内） 

 

  

図 1 -4 伴走支援の状況（ 2 ） 

          国立大学法人三重大学の海女文化と観光プログラム分科会で、「里海における持続可能な観光」に

ついて、アドバイザーが講演し、出席者と意見交換しているところ。(三重県鳥羽市内) 

 
 

3) 事業推進委員会の運営 

藻場・干潟の保全・再生と地域資源の利活用に関する７名の有識者で構成さ

れる「事業推進委員会」を設置して、アドバイザーの選任を行うとともに、モ

デル事業の進捗管理、実施団体の活動状況の確認、伴走支援のあり方に関する

審議を行うなど本業務の全体統括を担い、合計で３回開催した。 

表 1 - 1 事業推進委員会 委員一覧（敬称略） 

役 職 氏 名 所属・職名 

委員長 川井 浩史  神戸大学内海域環境教育研究センター 特命教授・名誉教授 

副委員長 加藤 久美  和歌山大学 観光学部 観光学科、教授 



委員 岩井 克巳 

特定非営利活動法人海辺つくり研究会 監事 

特定非営利活動法人大阪湾沿岸域環境創造研究センター 

専務理事 

同 内山 雄介 神戸大学大学院工学研究科 教授 

同 岡田 光正 
広島大学名誉教授 

放送大学名誉教授 

同 小松 輝久 日仏海洋学会 会長 

同 東  博紀 
国立研究開発法人国立環境研究所  

地域環境保全領域（海域環境研究室） 上級主幹研究員 

 

4) 成果報告会の開催 

モデル事業実施団体（８団体）からの令和７年度成果報告会をアドバイザー出

席のもと、下記により開催した。実施団体からは、里海づくりの目標設定、藻場

干潟の保全や利活用の促進、多様な主体との連携など里海づくり活動の自走化に

向けた事業計画（予算計画書も含む）の検討状況に係る口頭報告が行われ、アド

バイザーと質疑応答を行った。 

日  時：令和８年１月31日（土） 9:30～15:30 

場  所：難波御堂筋ホール ホール９ 

（大阪市中央区難波4-2-1難波御堂筋ビルディング） 

開催形式：対面・オンラインのハイブリッド開催 

主  催：環境省 

出 席 者：実施団体（８団体） 21名、環境省（本省） ４名、地方環境事務所２名、 

アドバイザー ７名 

内  容：以下のとおり 

事 項 時 間 内 容 

開会あいさつ 9:30～9:35 環境省、事業推進委員長 

令和７年度実施団

体の成果報告 

（４団体） 

 

 

9:35～11:55 （内訳） 

 実施団体のプレゼン 20 分 

 質疑応答      15 分 

（発表順） 

①和倉温泉創造的復興まちづくり推進

協議会 

②（特非）環境生態工学研究所 

③（一社）東松島みらいとし機構 

④国立大学法人三重大学 

休憩 11:55～13:00  

令和７年度実施団

体の成果報告 

（４団体） 

 

13:00～15:20 ⑤貝塚里海づくり未来協議会 

⑥尾道東部漁業協同組合 

⑦（一社）ふくおか FUN 

⑧肥後銀行・（公財）肥後の水とみど

りの愛護基金 

総括 15:20～15:30 環境省 

閉会 15:30  

 



図1-5 成果報告会（令和８年１月31日（土））の実施状況

 
           会場の全景                              開会挨拶（環境省）     

                                           

 
 開会挨拶（川井事業推進委員長）                   実施団体からの成果報告 

 

         

 

 

 

 

 

 

 

 
アドバイザーからの質問                          総括（環境省） 

 

イ  里海づくりの手引きの改訂 

環境省が令和６年度に策定した「今後の里海づくりのあり方に関する提言」

等を踏まえ、平成22年度に環境省が策定した「里海づくりの手引書」の改訂内

容について検討した。 

検討に当たっては里海づくりに関わる有識者で構成する「里海づくりの手引

書改訂ワーキング」を設け、３回開催した。 

 

表1-2 里海づくりの手引書改訂ワーキング 委員一覧（敬称略） 

氏名 所属・役職 

内山 雄介 神戸大学 大学院 工学研究科、教授 ＜座長＞ 

加藤 久美 和歌山大学 観光学部 観光学科、教授 

川井 浩史 神戸大学 内海域環境教育研究センター、特命教授・名誉教授 

東  博紀 国立研究開発法人 国立環境研究所 地域環境保全領域（海域環境

研究室）、上級主幹研究員 

山口 敦子 長崎大学 大学院 総合生産科学研究科、教授 



ウ 里海づくりに取り組むネットワークの形成と運営 

環境省が立ち上げた「水辺の環境活動プラットフォーム※」に里海づくりに取り組

む主体者や団体、里海づくりに関心のある企業等の誘致を行った。 

また、里海づくりに関心のある団体、企業、研究者等の情報共有、交流の場として

基盤構築事業支援実施地域である大阪府内で、環境研究総合推進費 S-23「沿岸環境・

生態系の統合的管理のためのデジタルツインプラットフォームの構築」と連携した里

海づくりシンポジウムを開催した。 

    ※：水辺の環境活動プラットフォーム（https://policies.env.go.jp/water/waterside-environment/） 

良好な水環境等の保全・活用に関する行政・企業・団体の取組について情報共有し、関係者

のつながりを促すことにより、「良好な水環境の創出」による地域の魅力を向上させる活動を

推進するため、R7 年 5 月に環境省が開設した。 

開催日時 令和８（2026） 年１月30日（金）13： 00～ 18： 30 

 

開催場所 
難波御堂筋ホール ホール７ ※対面・オンラインのハイブリッド開催 

（大阪市中央区難波4-2-1難波御堂筋ビルディング） 

参加人数 293名（会場参加 125名、オンライン参加 168名） 
 

図 1-6 里海づくりシンポジウムのプログラム(表面・裏面) 

   



 
 

図 1-7 里海づくりシンポジウムの状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
エ 里海づくりに関する情報発信 

事業実施団体に対して、X（旧Twitter）、Facebook、インスタグラムといった

SNSを用いた情報発信支援を行った。 

クロストークセッション ポスターセッション 



② 自主事業「みんなの里海づくり支援事業」の実施 

我が国全体としての里海づくり活動を活性化することを目的として、多くの地

域で取り組まれている里海づくり活動の担い手の大部分を占める小規模団体や、

これから活動を開始しようとしている団体に経験、資金、科学技術的知見等を提

供することにより、その活動の継続を支援するとともに、当該里海づくりにおけ

る研究、技術開発を担当する研究者の支援を実施した。 

・募集期間：令和７年５月14日(水）～令和７年6月11日（水）17:00必着  

・支援内容： 

 ア 活動支援：里海づくりの取組を行っている団体等  

助成金上限50万円（税込み） 

 イ 研究支援：岸域で里海づくり活動に資する研究を行っている研究者 

  助成金上限100万円（税込み） 

     ・応募状況： 

ア 活動支援：24団体 

イ 研究支援：15研究者 

     ・事業運営委員会（令和７年６月18日（水）開催） 

支援事業における助成金支援団体や研究者の選考や支援団体等への助言・指導など支援 

事業を統括するため、次表に示す11名の有識者で構成。 

 

表1-3 事業運営委員会 委員一覧（敬称略） 

役 職 氏 名 所属・役職 

委員長 小松  輝久 日仏海洋学会会長 

副委員長 森本  昭彦 愛媛大学沿岸環境科学研究センター教授 

委員 内山  雄介 神戸大学大学院工学研究科教授 

同 岡田  光正 広島大学名誉教授、放送大学名誉教授 

同 川井  浩史 神戸大学内海域環境教育研究センター 特命教授・名誉教授 

同 小林  悦夫 公益財団法人地球環境戦略研究機関 参与 

同 鈴木  基之 東京大学名誉教授 

同 仲上  健一 立命館大学名誉教授、立命館アジア太平洋大学名誉教授 

同 牧  秀明 国立環境研究所 地域環境保全領域 海域環境研究室主幹研究員 

同 松田   治 広島大学名誉教授、特定非営利活動法人里海づくり研究会議理事長 

同 門谷   茂 北海道大学名誉教授 

・助成金の交付団体： 

ア 活動支援：16団体（表1-4のとおり） 

イ 研究支援：８研究者（表1-5のとおり） 

       表1-4 活動支援 助成金交付団体一覧 

団 体 の 名 称 所 在 地 活  動  名 

石狩湾漁業協同組合 北海道石狩市 石狩湾新港における里海づくりに向けたコ

ンブ養殖試験 

北るもい漁協焼尻支所浅海

増殖部会 

北海道苫前郡羽幌町 焼尻 UNI-MOBA サステナブルプロジェクト 

NPO 法人たてやま・海辺の

鑑定団 

千葉県館山市 南房総・館山～持続可能な里海・里山づく

り活動の為のコンテンツ作りと普及啓発 

一般社団法人ＡＢＡＲＥＷ

ＯＲＫ 

埼玉県坂戸市 

（活動場所：神戸市兵庫区） 

AmaDrop プロジェクト 

（陸上で大苗化したアマモ苗を船上から投

下し海底で自然活着を狙う定植方法） 



但馬漁業協同組合竹野支所 

青壮年部 

兵庫県豊岡市 藻場から始まる持続可能な地域づくり 

公益財団法人水島地域環境

再生財団 

岡山県倉敷市 水島灘における里海づくりに向けた、高梁

川流域について学ぶ活動 

KASAOKA BLUE RAISE 岡山県笠岡市 笠岡のアマモ場の調査 

流域圏環境再生センター 広島県東広島市 干潟や藻場の機能に関する環境学習 

江田島未来の海づくり協議

会 

広島県江田島市 江田島市周辺における産官学連携による牡

蠣殻を活用した新たな藻場増殖活動 

宗像市 福岡県宗像市 「宗像ウニプロジェクト」～駆除ウニを活

用した藻場再生促進・普及啓発プロジェク

ト～ 

特定非営利活動法人玄海灘

を守り育てる会 

佐賀県唐津市 未来に繋げ、海洋環境学習と体験ツアー実

証による「ヒト・モノ・資金」の好循環連

携体制づくり 

やったろう de 高島 長崎県長崎市 継続と連携で育む「里海づくり」創造事業 

有限会社和コーポレーショ

ン 

長崎県壱岐市 「壱岐の島」海洋プラスチックごみ・クリ

ーン作戦・ごみアート展と エコツーリズ

ム大会  

平岩採介藻グループ 宮崎県日向市 日向・平岩 クロメの海の森 

海を守り隊 鹿児島県鹿児島市 美しいサンゴ群集との共生を目指して－大

当海中クリーンプロジェクト 

南さつま市藻場再生協議会 鹿児島県南さつま市 海のゆりかご（アマモ場）再生事業 

             ※活動支援に採択した株式会社BLUABLE（兵庫県宝塚市）は事業を実施しなかったため助成せず。 

 

表1-5 研究支援 助成金交付研究者一覧（敬称略） 

研究者名 所 属 機 関 研  究  名 

荒川 久幸 東京海洋大学学術研究院 駿河湾の荒廃した資源を回復するための里

海づくり 

李 善愛 宮崎公立大学人文学部国際文化

学科 

長崎県対馬市琴村漁民の里海再生の試み：

ヒジキ漁場を中心に 

齊藤  愛実 一般財団法人山形県理化学分析

センター 

松島湾における藻場分布データを用いたア

マモ場生育ポテンシャルの推定（2012 年～

2024 年） 

下ヶ橋 雅樹 叡啓大学ソーシャルシステムデ

ザイン学部 

アサリ資源回復による里海づくりを通じた

大学教育手法に関する研究 

山岸 幸正 福山大学生命工学部海洋生物科

学科 

広島県東部海域におけるアマモ地域集団の

遺伝的解析 

山本 康介 国立大学法人三重大学 鳥羽市におけるアマモ場の再生に必要な諸

要素の検討 

山本 裕規 特定非営利活動法人瀬戸内さと

うみ楽会 

AI を活用した地域の里海の歴史・文化の継

承と里海物語づくりに関する研究 

吉田 尚郁 公益財団法人環日本海環境協力

センター 

環境 DNA を用いた七尾湾西湾の藻場生態系

調査 

 

  



③ 自主事業「令和の里海づくりポスターデザインコンペティション」の実施 

全国の大学・短期大学など高等教育機関に在籍する学生を対象に、環境省が令和

７年度戦略的「令和の里海づくり」基盤構築支援事業で選定した８つの実施団体が

各地域で取り組む里海づくり事業を通してめざす「令和の里海づくり」をテーマに

した「令和の里海づくりポスターデザインコンペティション」を実施した。 

表1-6 テーマ一覧（実施団体（活動地域）、事業名） 

テーマ 実施団体(活動地域) 事業名 

１ NPO 法人環境生態工学研究所(宮城県
松島町) 

松島里海バスケット 

２ (一社)東松島みらいとし機構(宮城県
東松島市) 

東松島 BLUE LAND プロジェクト 

３ 和倉温泉創造的復興まちづくり推進
協議会(石川県七尾市) 

和倉温泉からめぐる七尾湾里海再生プロジェクト 

４ 国立大学法人三重大学(三重県鳥羽
市) 

日本の里海 ～三重県鳥羽市における地域資源とし
ての自然環境・共生文化・生物多様性利活用モデ
ル実証事業 ～ 

５ 貝塚里海づくり未来協議会(大阪府貝
塚市) 

二色の浜海岸地域における持続的な生態系の保全
と里海ネットワーク構築事業 

６ 尾道東部漁業協同組合(広島県尾道
市) 

松永湾の再生・利活用に向けた新たな里海創生プ
ロジェクト 

７ (一社)ふくおか FUN(福岡県福岡市) 博多湾から始める沿岸と流域が繋ぐ人の営みと自
然調和 

８ 肥後銀行 (公財)肥後の水とみどりの
愛護基金(熊本県芦北町、天草市) 

八代海等沿岸域における産官学民金連携によるア
マモ場再生及び利活用による里海づくり事業 ～未
来に続く里海を目指して～ 

●作品募集 

 ・プレス発表：令和７年9月24日（水） 

 ・募集期間：令和７年11月１日（土）～11月23日（日） 

●応募総数：24点 

●ポスターデザイン審査委員会 

   ・第一次審査：令和７年11月27日（木）～12月3日（水） 

    ・本審査：令和７年12月9日（火） 

   ・審査委員：下表のとおり 

   表 1-7 令和の里海づくりポスターデザイン審査委員会 委員一覧（敬称略） 

氏 名 所属・役職 

浅川 正樹 横浜美術大学 美術学部美術・デザイン学科 主任教授 

池村 明生 東海大学 教養学部芸術学科 特任教授 

岡田 光正 広島大学名誉教授、放送大学名誉教授 

清水 美三子 女子美術大学 芸術学部長、美術学科洋画専攻 教授 

西川 絢子 環境省水・大気環境局 海洋環境課 海域環境管理室 室長 

深瀬 鋭一郎 深瀬記念 視覚芸術保存基金 代表 

●環境大臣賞の決定 

   ・プレス発表：令和８年１月21日（水） 

●環境大臣賞受賞者表彰式：里海づくりシンポジウムにて 

   日時：令和８年１月30日（金）13：00～ 

       場所：大阪御堂筋ホール 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ エメックス国際セミナーの開催 

大阪・関西万博の開催を契機に、里山・里海の重要性やその保全と再生に向け

た取り組みについて、国内外に発信するとともに、保全と再生に取り組む地域住

民や未来を担う若い世代との交流を通して、里山・里海における持続可能な発展

を目指して兵庫県が主催する「ひょうご里山・里海国際フォーラム」において 

「里海国際フォーラム」を共催した。 

 

 

 

環境大臣賞 テーマ５ 

 桑野 智子（東海大学） 

環境大臣賞 テーマ２ 

 山宮 彩愛（東海大学） 

環境大臣賞 テーマ３ 

 高橋 彩希（東海大学） 
環境大臣賞 テーマ４ 

 堀江慧悟（三重大学） 

環境大臣賞 テーマ１ 

 森田 倖妃（東海大学） 

環境大臣賞 テーマ６ 

 吉原 鈴（尾道市立大学） 
環境大臣賞 テーマ７ 

 兵藤 百華（東海大学） 

環境大臣賞 テーマ８ 

 大溝 心胡（名古屋学芸大学） 



開催日時 令和７（2025）年９月28日（日）14: 3 0～16 : 0 0  

開催場所 
兵庫県立兵庫津ミュージアム ひょうごはじまり館 

（神戸市兵庫区中之島2-2-1） 

開催方法 対面（会場参加のみ） 

参加人数 75名 

里海セッション 
プログラム 

１ 事例紹介 

(1) 吉田 裕之  一般社団法人須磨里海の会 代表理事 

    「水族館発、都市圏での里海づくりの挑戦」 

(2) 石森 康一郎 Value Frontier株式会社 代表取締役 

   「メキシコにおける里海づくり」 

(3) 加藤 久美  和歌山大学 観光学部 教授 

    「地域資源を活用した里海づくり」 

２ パネルディスカッション 

  コーディネーター 内山 雄介 神戸大学大学院工学研究科 教授 

 

≪里海国際フォーラムの様子≫ 

 

（２）調査研究事業 

① 若手研究者活動支援制度の実施 

閉鎖性海域の環境保全に資する研究に取組む優れた若手研究者を育成するこ

とを目的に、令和７年度若手研究者研究活動支援制度を実施した。本制度では、

助成金と客員研究員による助言・指導が一体となった研究支援を行っており、

若手研究者間のネットワーク構築の場としての役割も担った。 

対象者 
国内の研究機関等に所属し、令和７年４月１日時点で満 45 歳以下、 

もしくは、博士号の学位取得から10年以内の若手研究者 

助成期間 令和７年４ 月１日～令和８年３月31日 

助成金額 審査により決定（１件あたり150万円が限度） 

審査機関 客員研究員で構成する研究員会議 

採択件数 応募総数12件から６件を採択（採択者の詳細は下表のとおり） 

 
 
 

主 な 
研究支援 

研究テーマによって割り当てた担当指導員（ 客員研究員）が若手研究

者と年３回の指導会を実施した(現地・Web開催)。 

令和７年７ 月 キックオフ指導会 

令和７年11月 中間報告会事前指導会

令和７年12月９日(月) 中間報告会 

令和８年３ 月 最終報告事前指導会 

（令和８年５月20日( 水)  公開成果報告会開催） 



 

≪中間報告会の様子≫ 

 

≪令和７年度採択研究者一覧≫ （敬称略） 

所属・職名・氏名 研究テーマ 

富山大学 学術研究部 理学系 

特命助教 小林 英貴【継続３年】 

炭素収支の解明を主とした沿岸域の炭 

素・栄養塩の動態把握：富山湾をモデ

ルケースとして（その３） 

東京工業大学 環境･社会理工学院 

准教授 中村 隆志【継続３年】 

陸域―海域―生態系統合モデルを用いた宮城

県志津川湾デジタルツインの開発（その３）  

熊本県立大学大学院 環境共生学研究科環

境共生学専攻博士後期課程 尾崎 竜也

【継続２年】 

潮汐と海底湧水を反映した干潟の基

礎生産過程の解明（その２） 

北海道大学北方生物圏フィールド科学セ

ンター 厚岸臨海実験所 

准教授 伊佐田 智規 【新規】 

アマモ場における透明細胞外重合物質粒子の

起源と組成の解明 

愛知県水産試験場 海上環境研究部 

主任研究員 曽根 亮太 【新規】 

栄養塩管理によるアサリを中心とした干潟生 

態系の再生 ―メソコズムによる生態系応答の

検証と機能評価― 

九州大学大学院工学研究院 環境社会部門 

准教授 藤林 恵 【新規】 

干潟の底生珪藻の増殖およびEPA生産に与える

溶存態ケイ素の影響 

 

 

（３）高校生海洋環境保全研究セミナーの開催 

次世代の海洋環境保全を担う人材育成をより一層推進するため、「令和７

年度高校生海洋環境保全研究セミナー」（令和６年度まで「高校生海洋環境

保全研究発表会」の名称で実施）を実施し、高校生が行っている沿岸域や流

域の環境保全に資する研究活動について専門家が助言・指導を行う指導会及

びその成果を公開で発表する研究発表会の２回に分けて開催した。 



≪令和７年度高校生海洋環境保全研究セミナーの概要≫  

 
指導会 

開催日時： 令和７ (2025)年10月25日（土)10:00～16:40  

開催場所：スペースアルファ三宮 特大会議室 (兵庫県神戸市中央区)  

開催方法： 非公開、対面方式 

 

研 究

発表会 

開催日時： 令和８ (2026)年１月24日(土)10:00～ 15:50 

開催場所： スペースアルファ三宮 特大会議室 (兵庫県神戸市中央区)  

開催方法： 公開、ハイブリッド方式 (会場参加およびオンライン参加) 

審査機関 高校生海洋環境保全研究セミナー発表指導委員会 

参加校数 総応募件数12件中10件を選定 

 

発表指導

委 員 

（敬称略） 

川井 浩史（神戸大学内海域環境教育研究センター 特命教授）＜座長＞ 

内山 雄介（神戸大学大学院工学研究科 教授） 

奥田 哲士（龍谷大学先端理工学部 教授） 

張  勁  （富山大学学術研究部理学系 教授） 

森本 昭彦（愛媛大学沿岸環境科学研究センター 教授） 

研  究

発表会

プログ 

ラ  ム  

１ 開会挨拶 （川井 浩史 座長） 

２ 研究発表 

①宮城県南三陸高等学校 

「松原海岸の生物調査」 

②愛媛県立宇和島東高等学校 

「宇和島湾の海洋ごみに関する研究～ボードゲームは世界を変えられるか～」

③学校法人森教育学園 岡山学芸館高等学校 

 「海のヒーロー牡蠣殻！アマモ再生の救世主となるか？」 

④兵庫県立尼崎小田高等学校 

   「蓬川に発生する浮遊ごみの発生源について」 

⑤学校法人森教育学園 岡山学芸館高等学校 

     「目指せ！里海ペーパー」 

⑥鹿児島県立鹿児島水産高等学校 

「イカシバで生まれた稚イカは何処へ？ 

  ～アオリイカの初期減耗と資源再生に関する基礎研究」 

⑦学校法人森教育学園 岡山学芸館高等学校 

「アマモ種子の長期保存」 

⑧兵庫県立姫路西高等学校 

 「海への害がないカゼインプラスチックの開発」 

⑨学校法人穴吹学園 穴吹学園高等学校 

   「海ゴミゼロへ ～アートを利用した女木島の環境保全」 

⑩神戸市立科学技術高等学校 

   「プランクトンから見る神戸の海岸の水質」 

３ 審査 

４ 表彰式  最優秀賞： 学校法人森教育学園 岡山学芸館高等学校 

            「海のヒーロー牡蠣殻！アマモ再生の救世主となるか？」 

優秀賞：  鹿児島県立鹿児島水産高等学校 

             学校法人穴吹学園 穴吹学園高等学校 



５ 講評    川井座長から授賞理由を説明後、審査員４名が講評

６ 閉会挨拶 理事長 岡田 光正 

＜参加校の皆さんと発表指導委員の先生＞ 

            

（４）世界閉鎖性海域環境保全会議（エメックス会議）の開催準備等 

第28回理事会（令和６年３月12日開催）にて、エメックス会議の開催時期・

開催地・開催方法を含めた抜本的な見直しを行うことを決定したことを受け、

令和６年度の科学・政策委員会にて、エメックス14の開催準備を一旦白紙に

戻すことを確認し、事務局において引き続き会議の見直し方策を検討した。 

 

（５）国内外機関との連携 

① 国際機関との連携 

ア PEMSEA（東アジア海域環境管理パートナーシップ）との連携 

PEMSEA※ の非政府パートナーとして、「第17回EAS（東アジア海域） パートナ

ーシップ会議」に参加し、東アジア海域の持続可能な開発と沿岸環境管理に関する

情報共有等を通じて連携強化を図った。 

開催期間 令和７（2025）年７月22日（火）～ 23日（水）２日間 

開催方法 オンライン 

出 席 者 PEMSEA評議員、政府パートナー、非政府パートナー 

 
 

協議事項 

• SDS-SEA（東アジア海域持続可能な開発戦略）実施計画

2023-2027進捗報告 

・ブルーカーボンプログラムの現状 

・東アジア海域ガバナンスの現状と動向 

※ Partnerships in Environmental Management for the Seas of East Asia 

設立： 1994年 国連開発計画 (UNDP)により設立（日本は2002年から参加） 
構成：【政府パートナー】 

カンボジア、中国、インドネシア、日本、ラオス、北朝鮮、フィリピン、
韓国、シンガポール、東ティモール、ベトナム 

【非政府パートナー(主なもの)】 
国際エメックスセンター(EMECS)、海洋政策研究所(OPRI)、北西太平洋 
地域海行動計画(NOWPAP)、PEMSEA地方政府、ネットワーク(PNLG) 他 

イ WEPA（アジア水環境パートナーシップ）との連携 

環境省が実施しているWEPA※事業の一環として､WEPAパートナー国の行政官・研究者が

日本の水質総量削減及び里海づくり事業の情報交換を行うにあたり、WEPA事務局の（公

財）地球環境戦略研究機関（IGES）から当センターに委託を受け会合を開催した。 



開催日時 令和8（2026）年１月15日（木）10:00～17:00 

開催方法 オンライン 

出 席 者 フィリピン共和国 19名（環境天然資源省環境管理局行政官等） 

 内  容 
環境省:日本の水質総量削減の現状と展望 

兵庫県:水質総量削減における国と地方自治体の役割と兵庫県の取組 他 

   ※ Water Environment Partnership in Asia 

ウ SDGs目標14ボランタリー・コミットメントによる発信 

平成31（ 2019）年２月に登録したボランタリー・コミットメント※ に基

づき､令和７ (2025) 年３月から令和８ (2026) 年２月までの活動結果として、

みんなの里海づくり支援事業、里海国際フォーラム、令和７年度高校生海洋

環境保全研究セミナー開催について、国連ホームページに登録した。  

 

② 国内機関との連携 

ア  日仏海洋学会との連携 

       日本やフランス等で海洋環境や水産等に取り組む人々が一堂に集う場

として、日仏海洋学会（会長：小松輝久）主催により「第2 0回日仏海洋

学シンポジウム」（開催地：三重県鳥羽市）で開催され、当センターは

プログラムの一環である「里海セッション」に対し助成を行った。 

開催期間 令和７（2025）年11月28日（金）～ 30日（日）３日間 

開催場所 鳥羽商船高等専門学校 （三重県鳥羽市池上町１－１） 

主  催 日仏海洋学会、仏日海洋学会 

   参加人数 160人（主催者発表） 

プログラム 

11月28日（金）：里海セッション 

         気候変動適応セッション 

         一般セッション（口頭発表） 

 11月29日（土）：里海セッション 

         気候変動適応セッション 

         一般セッション（口頭発表） 

         ポスターセッション 

11月30日（日）：全セッションを対象にしたディスカッション 

 

イ 西日本国際環境協力機関連絡会との連携 

西日本にある国際的な環境協力を行う機関の連絡会である西日本国際環境

協力機関のワーキンググループ・メンバーとして、「第33回西日本国際環境

協力機関連絡会」に参加し、情報交換、意見交換を行った。 

開催日時 令和７（2025）年12月３日（水） 13：30～15:30 

開催方法 オンライン 

参 加 者 ＜ワーキンググループ・メンバー＞  
(公財)国際湖沼環境委員会(ILEC) 
(公財)環日本海環境協力センター(NPEC) 
(公財)国際エメックスセンター(EMECS) 
(公財)国際環境技術移転センター(ICETT) 
(公財)地球環境センター(GEC) 
 

※ エメックス SDGs目標14 ボランタリー・コミットメント要旨 

エメックス会議を通じて閉鎖性海域の環境保全に係る課題を解決するための知

的ネットワークを構築し、閉鎖性海域の統合的管理の重要性を世界に発信する。 



＜オブザーバー・メンバー＞  

(一財)海外産業人材育成協会 関西研修センター (AOTS/ KKC) 

アジア太平洋地球変動研究ネットワーク(APN) 

(公財)地球環境戦略研究機関 関西研究センター (IGES) 

(独)国際協力機構 中部センター(JICA/CBIC) 

(独)国際協力機構 関西センター(JICA/KSIC) 

(公財)地球環境産業技術研究機構(RITE) 

国際連合地域開発センター(UNCRD) 

国連環境計画 国際環境技術センター (UNEP-IETC) 

 

 議  事 

・各機関の2024年度及び2025年度の事業紹介 

・新公益法人会計基準への対応について 

・役員の変更の登記手続きについて 

 

２ 情報収集整備活用事業 

（１）インターネットによる情報発信等 

ホームページやインスタグラム・Facebookを活用したタイムリーな情報発信を行った。 

（２）エメックスニュースレター等による情報発信 

国際エメックスセンターの活動状況等を掲載した「エメックスニュースレター第49号」

（日本語・英語）を発行し、情報発信を行った。 

また、メール配信システムを利用したメールマガジンについては、日本語版は第188号

から第198号（11回）、英語版は第70号を配信し、イベント等の開催案内などの情報発信

を行った。 

（３）広報アドバイザー会議の開催 

各種の広報媒体の特性を活かして、国際エメックスセンターの広報活動を効果

的に推進するため、令和２年度に創設した広報アドバイザー会議を令和７年４月

14日・令和７年12月18日・令和８年３月３日に開催した。特に公式インスタグ

ラム（@minnanosatoumi）による里海づくりの情報発信については、動画コンテ

ンツの制作・活用や視聴継続率の向上に関する助言を受け、これらを令和７年度

の事業実施に反映した。さらに、令和８年度に向けて新規事業や教育系リール動

画シリーズの制作などの提案を受けた。 

 

３ 人材育成・普及啓発事業 

（１）尼崎港実証実験施設の活用 

水質や底質、生物の生息環境の劣化等が進んだ湾奥部の環境の再生を目指し

て尼崎港に設置している生物共生護岸や人工干潟等の実証実験施設を研究の場

として市民活動団体等に提供した。 

  



４ 法人の運営体制の充実を図るための取組 

（１）評議員選定委員会の設置 

   評議員の選任に際し、理事等からの実質的な影響力行使を排除し、独立性・公正性

を確保するため、評議員選定委員会を設置している。同委員会において評議員を選任

することで、評議員会の独立性を担保し、適正な運営体制の維持に努めている。 

（２）財産の管理・運用 

   当法人が保有する財産の適正な管理運用を確保するため、「財産管理運用要綱」を

制定している。同要綱において、基本財産については元本の安全・確実な保全を目的

とした運用方針を定めるとともに、運用対象資産の種別や債券の信用格付け基準を規

定し、これに基づき、財政的基礎の安定と適切な資産管理に努めている。 

（３）資金管理の適正性・信頼性の確保 

決済時の二重チェック体制構築及び金銭の支払業務における誤送金・不正送金を防

止するため、複数の担当者による確認及び承認を段階的に行う内部統制の仕組みを整

備し、資金管理の適正性・信頼性の確保に努めている。 

（４）業務の適正化 

   事務局内において月２回の業務会議を定期開催し、各担当者が業務の進捗や懸案事

項を相互に共有する体制を構築し、問題の早期発見と組織的対応を可能とする内部管

理体制の充実を図っている。 


